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中国の合法性に関連する既存調査結果

 中国国内の森林、林業、および木材産業の現況（地域別・品目別）
 中国による木材・木材製品の輸出入の現況（品目別・相手先国別）
 中国政府による違法伐採対策の概況（推進体制、政府調達、国際協力等）
 中国国内における各種森林認証制度の発展と中国政府による支援の概況
 民間産業組織による独自の違法伐採対策の概況
 現地の木材取扱事業者によるサプライチェーン管理のケーススタディ

→デュー・ディリジェンスにおける確認事項の体系的整理が必要

 一般社団法人全国木材組合連合会（2015）
「中国における木材の合法性証明現状調査報告書」
（平成26年度林野庁補助事業・地域材利活用倍増戦略プロジェクト事業（合法木材普及促進事業））

 一般社団法人全国木材組合連合会（2017）
「中国における木材、木材製品の合法証明の確立に関する動向調査報告書」
（平成28年度林野庁委託事業・違法伐採対策取組強化事業）
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中国の木材生産・輸入・消費

国産材・輸入材の立米数推移

約2,000万立米の輸入超過

典拠：Forest Trends (2015)
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中国の木材輸入

相手先国別の木材輸入額推移

典拠：Forest Trends (2015)

→国別リスク情報は各種レポートを参照
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中国の木材輸出

中国の相手先国別の木材輸出額割合の推移

典拠：Forest Trends (2015)

典拠：林野庁 森林・林業白書(2016)

日本の相手先国別の木材輸入額割合の推移

・家具
・合板・集成材 etc.

→世界最大の木材市場
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法令の枠組①：森林区分

国務院意見区分 森林法区分 伐採・用材利用の可否

生態公益林
保安林

特殊用途林
原則不可

（用途別事由に応じて間伐等を許可）

商品林

（天然）
用材林 原則不可

（2017年末から全面禁止予定）

薪炭林 不可
（自給用薪炭利用のみ可）

（人工）

用材林 可

経済林 可
（非木材林産物の生産機能を終えた樹木のみ）

→ほぼ人工林の用材林のみから出材
生態公益林の間伐材を偽装することは困難
該当地はそもそも伐出が可能か否か
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法令の枠組②：権利区分

→集団または私的主体の有する生態公益林権は法的に補償
私的主体の素材生産業者は必ず権利の移譲・請負を要する
（証明が必要）

属性 権利名 権限 権利者

土地

林地所有権 占有、使用、収益、処分 国、集団

林地使用権
（請負経営権）

占有、使用、収益 国、集団、私的主体

地上物

材木所有権 占有、使用、収益、処分 国、集団、私的主体

材木使用権 占有、使用、収益 国、集団、私的主体
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法令の枠組③：行政区分

→大抵の書類は県級（市町村区に該当）以上
別等級・管轄外の押印事例
各種書類に記載の発行当局は、その権限を有するか

行政区 基本 人口集中地区
上位自治体
の直轄

少数民族地域 内モンゴル

省級 省 直轄市 特別行政区 自治区 内蒙古自治区

地級
副省級市・省都 副省級区 副省級自治州

地区 地級市 自治州 アイマク（盟）
県級 県 県級市 市轄区 自治県 旗、自治旗
郷級 郷 鎮 県轄区、街道 民族郷 ソム、民族ソム
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ＤＤにおける確認事項

合法的な伐採権

・土地所有権
・コンセッション・ライセンス
・森林計画・伐採計画
・伐採許可

納税と使用料支払
・ロイヤルティの支払と伐採手数料
・付加価値税とその他売上・販売税
・収入及び利益税

伐採施業

・保護地域及び樹種
・環境配慮事項
・安全衛生
・合法的な雇用

第三者の権利
・慣習的な権利
・FPIC（自由で事前の十分な情報に基づく同意）
・先住民族の権利

貿易と輸送

・樹種、量、品質の分類
・貿易と輸送
・外国間貿易と振替価格操作
・税関規則
・CITES（ワシントン条約）
・デューディリジェンス／デューケア



10

合法性確認に関連する書類例(1/5)

原則 項目 関連書類

合法的な伐採権

土地所有権

林権証 ✓

商業登記証 営業許可証
（17年12月～）税務登記証

林地使用監査同意書 ✓

コンセッション・
ライセンス

（該当なし）

森林計画・
伐採計画

森林管理計画

木材生産計画 ✓

年間収穫量割当許可

伐採許可 林木伐採許可証 ●

→一つの書類で代表させることは、簡易であるがリスクもある
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林権証

営業許可証
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森林管理計画

林木伐採許可証
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合法性確認に関連する書類例(2/5)

原則 項目 関連書類

納税と使用料支払

ロイヤルティの支払と
伐採手数料

更新費の領収書
（または伐採許可証）

植物検疫費の領収書
（または植物検疫証明書）

付加価値税と
その他売上・販売税

付加価値税（増値税）送り状（発票）

収入および利益税 （該当なし）
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付加価値税（増値税）送り状

原語通称：発票
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合法性確認に関連する書類例(3/5)
原則 項目 関連書類

伐採施業

林業（木材伐採）規則）
伐採施業記録

更新検収合格証

保護地域および樹種
森林伐採許可証

希少種・絶滅危惧種リスト

生態公益林分布図

環境配慮事項
森林管理計画

木材生産計画

安全衛生

労働災害保険証書

労働災害記録

安全教育の実施記録

特殊作業操作証

外部委託契約書

合法的な雇用

労働者および外部委託契約者名簿

給与支払記録

雇用契約書

労働者の社会保障カード

社会保障費等の保険代支払記録



16

労働災害記録

特殊作業操作証
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給与支払記録 雇用契約書
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社会保障カード

〈 イメージ 〉

社会保障費等の保険代支払記録
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合法性確認に関連する書類例(4/5)

原則 項目 関連書類

第三者の権利

慣習的な権利 （該当なし）

ＦＰＩＣ（事由で事前の十分な情報に基づく同意） （該当なし）

先住民族の権利 （該当なし）
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合法性確認に関連する書類例(5/5)
原則 項目 関連書類

貿易と輸送

樹種、量、品質の分類

運輸許可証

輸出・輸入申告書

野生生物輸出入許可証

貿易と輸送

運輸許可証

植物検疫証明書

木材経営加工許可証

外国間貿易と振替価格操作 親会社・子会社間の協定書

税関規則

対外貿易経営者届出登記表

植物検疫証明書

種識別証

CITES（ワシントン条約） （特になし）

デューディリジェンス／デューケア （特になし）
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運輸許可証 植物検疫証明書（輸出用）
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対外貿易経営者届出登記表



行政書類代表方法とＤＤの差異・留意点

• ＩＫＥＡ等は実際にサプライチェーンをトレースバックして確認
• 独自の県別リスク評価結果や、森林認証を補完的に利用
→取得申請時に要求水準の高い数点の行政書類で代表させない

• 各書類に記載の営業許可証の社会信用番号で紐付けされた事業者を遡上
• トレースバックして林権証まで辿り着けるか
• 主に取得申請時に多数の書類を要するものを利用

例：植物検疫証明書
→木材経営加工許可証
→運輸許可証
→伐採許可証
→営業許可証・林権証

• 過程で伐採許可証に記載の場所、出材量の歩留まり、樹種等を確認
• 必要に応じて、周辺書類も確認することで信憑性を補強する
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